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上記の他、教育・保育給付認定の１号認定を受けている児童のうち、保育の要件（共働き世帯等、認可保育園と同じ要件）があり、

施設等利用給付認定で保育認定を受けて、預かり保育を利用した場合、１日につき４５０円を上限として利用の範囲で補助が行われます。 ≪新制度幼稚園・認定こども園用≫

小平市では、私立幼稚園等に在籍する園児（認定こども園では教育・保育給付認定の１号認定の園児のみ）の保護者の負担を軽減し、幼児教育の振興と充実を図るため、世帯の所得等に応じて補助金を交付してい
ます。

補助金は下表の区分により交付されます。

（例）区分Ｄの２人目の場合（前期（４～８月分））　（5,300円）×　5月　＝　 26,500円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金月額　  対象月数　 交付金額

子区分 補助金額（月額）区　　　分

　※令和６年度の補助額です。令和７年度は変更になる可能性があります。私立幼稚園の補助金について

※ 年齢にかかわらず、保護者と生計を一にする子の兄・姉から数えて１人目、２人目、３人目以降とします（就園児以外は補助金の対象ではありません）。

Ｃ

３人目以降

市民税非課税世帯
市民税所得割非課税世帯
（）内はひとり親世帯等

１人目

２人目Ａ 生活保護世帯

5,300

8,500

5,300

Ｆ
市民税所得割額が、
年額256,300円を超える世帯

１人目

Ｅ
市民税所得割額が、
年額211,200円を超え
256,300円以下の世帯

１人目

３人目以降

２人目

ひとり親世帯等とは保護者または保護者と同一世帯の方が以下に該当する世帯です。
　・配偶者のいない者で現に児童を扶養している者
　・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者および特別児童扶養手当、国民年金の障害基礎年金の受給者（在宅の者に限る。）
　・その他要保護世帯に準ずる程度に困窮していると認められる世帯

5,300

5,300

父母が共に所得がある場合は、それぞれの市民税所得割額を合算して判定します。

市民税所得割額は、住宅借入金等特別税額控除、配当控除、外国税額控除、寄附金税額控除等の税額控除前の額を算定基準額とします。

２人目 5,300

父母以外に園児を扶養する家計の主宰者がある場合は、その方の市民税所得割額も合算して判定します。

３人目以降

9,100

１人目

２人目

２人目

１人目
6,700

（9,700）

9,700

5,300
（6,700）

３人目以降

１人目

２人目 5,300

Ｂ

３人目以降

問合せ 小平市こども家庭部保育課 042-346-9645

5,300

9,700

9,700

5,300
（9,700）

9,700

※ 特定負担額のうち教育充実費等が補助の対象です。支払った教育充実費等の合計額が下表の補助金額に満たない場合は、支払った教育充実費等が補助金交付額の上限となります。

9,700

9,700

３人目以降

Ｄ
市民税所得割額が、
年額77,100円を超え
211,200円以下の世帯

市民税所得割額が、
年額77,100円以下の世帯
（）内はひとり親世帯等

小平市こども家庭部保育課

市内のすべての園では、このうち5,300円は、市役所から幼稚園へ直
接支給します（代理受領）。

保護者は特定負担額から5,300円を除いた額を幼稚園に支払うことに
なります。

5.300円を超える分がある場合は年２回（４～８月分を１１月頃、９～３

月分を５月頃）、指定いただく口座に振り込みます。

※年齢にかかわらず、保護者と生計を一にする子のうち、

最年長者から順に１人目、２人目、３人目以降として

算定します。

【例】中学生の兄、小学生の姉がいる場合

中学生の長男（１人目）※補助金対象外

小学生の長女（２人目）※補助金対象外

幼稚園児の次男（３人目以降の補助金額）
※実際に支払った教育充実費等を限度に補助します。


